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訴訟協議プロジェクトチーム結成される
政権交代後、長妻厚生労働大臣が自立支援法の廃止を表明したのを受け、裁判において被告・国は、これまで全面的に争っていた方針を変更。その後9月29日に、政府から正式に協議の申入れがあり、10月6日には、山井政務官から、協議申入の趣旨説明がありました。(ニュース№9を参照してください)

まだ、裁判は始まったばかりで、１審での判決どころか、その趨勢さえはっきりしていない段階での政府のこの対応は、これまでの集団訴訟の常識では考えられない前代未聞のことです。これは、ひとえに、全国各地で、70人にも及ぶ大勢の方々が訴えを提起したからにほかなりません。この訴訟が起きていなければ、こんなに早く政権交代から間のないこの時期に政府からの協議の申入れはなかったことは明らかです。皆さんの思いが勝ち取った一つの成果と言えます。

政府による協議の申入れの後、10月７日から21日にかけて全国で原告、弁護団、めざす会の方々により、協議の場につくかどうかについて、熱い議論が交わされました。その結果、今後の方針として、(1)原告の納得するまで訴訟は継続する。(2)政府との協議には応じる。(3)上記１と２は同時並行で行うということが確認されました。

[image: image4.wmf]そこで、政府との協議を行うにあたって、交渉団を構成する、原告団、めざす会、弁護団から構成される「障害者自立支援法訴訟協議プロジェクトチーム」（略称・訴訟協議PT）を立ち上げることが決まりました。　　　　　　　　　　　　　　　
11月16日に第1回会議開催

11月16日、第１回目の協議が行われました。最初に、訴訟団の基本的な考え方として、下記の内容を読み上げて説明しました。協議では、緊急にしなければならない来年度からの利用者負担の更なる軽減策にむけての予算どりについてと中期的に取り組むべきである、自立支援法に代わる法律制度のあり方を分けて考えなければならないということが確認されました。そして、この協議の場で、今後話合われるべき協議事項や論点について、次回までにはある程度整理して話合おうということになりました。また、たくさんの原告がいる西日本において、直接原告の声を聞いてくれるよう提案しましたところ、検討されることになりました。最後に、次回までに国側の協議出席者の位置づけについて次回までに決定しておくことも確認されました。第２回目の協議は、１２月１０日に行われます。
（弁護士・辻川圭乃）
政府との協議にあたっての原告及び弁護団としての要望

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００９年１１月１６日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害者自立支援法訴訟　全国訴訟団

1　はじめに

　トイレ介助，食事支援，移動支援など，生きるために必要不可欠な支援を『益』とし，働くことに対しても、利用料を強いられる。この制度により，障がいがある人たちは人間としての尊厳を害されています。全国の障がいがある人たちの思いが，２００８年１０月の全国一斉の障害者自立支援法違憲訴訟の提起に至らせました。

　２００９年１１月１６日現在、障がいがある原告７０名、地方裁判所１４か所で訴訟が係属しています。

　訴訟の中で国は「障害者福祉において障害のある人とない人との間の平等を考える余地はない」「憲法２５条立法において憲法１３条の個人の尊厳の侵害は問題とならない」「障害者権利条約は批准していない以上、法規範として意味がない」「障害者基本法は法的規範性が一切ない」等主張を展開し国の姿勢に対する不信の念は強まるばかりでした。

　そうしたなか、２００９年９月１９日の長妻厚生労働大臣の自立支援法の廃止の明言、同月２４日広島地裁での方針転換、同月２９日の協議申し入れ、１０月６日の厚労大臣政務官による説明、１０月２６日の鳩山首相の国会における「自立支援法については早期の廃止に向け検討を進めます」との所信表明、１０月３０日の大フォーラムでの厚労大臣の
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参加と発言があり、一連の動きは訴訟と運動を含めた全国の声を反映したものとして評価いたします。
　この間、私たちは議論を重ね，私たちの声を理解しようとする姿勢に期待し、政府からの協議の申し入れを受けいれることとしました。

　他方、2004年10月厚労省当局による「改革のグランドデザイン案」発表から１年足らずで当事者の強い反対を押し切ったこの法の成立など、３年以上にわたりこの法に苦しめられてきた全国の障がいのある人たちの苦難は二度と繰り返してはならない障がい者福祉の禍根、教訓です。

　自立支援法の影響で，退所を含めて利用抑制を強いられた人は，厚労省の調査発表でさえ、法施行半年間で8600名を超えており、潜在的人数、実数が何倍に及ぶか計り知れません。同法の影響による一家心中までもが何度となく報道されています。

　二度とこのような過ちを繰り返してはなりません。私たちは，立法府及び行政府の根本的な過ちをただすため，司法府による憲法判断を求める道を選びました。

　この訴訟は，原告らが自分だけのために提訴したのではありません。障害者自立支援法により苦しめられている全国の仲間のため、この悪法を廃止し、障がいのあるなしにかかわらず，安心して暮らしていける社会を求めて、やむに已まれぬ思いを抱いて，人権擁護の最後の砦である裁判所に，提訴という手段に打って出たものです。

　私たちは政府との協議への参加とともに、原告らの納得が得られるまで，訴訟を継続していきたい。それが原告らの現時点での思いです。

2　協議事項について

以下は主要な協議事項の例示に過ぎず、これに尽きるとは限りません。

１　「過ちの確認、謝罪、理念の確認等」

①過ちの確認、反省と謝罪、再発防止

・過ちの確認　自立支援法が「応益負担」を導入したことは、障がいを当事者の自己責任とする考えに結びつくものであり、憲法１３条、１４条、２５条に違反し、障害者福祉の理念に照らして、過ちであったことを国家として明確に認める。

・謝罪　　過った法律により全国の障がいのある人たちに苦しみを与え、人間としての尊厳を傷つけたことについて原告ら及び全国の障がいのある市民に国家として謝罪する。

・再発防止　障がい福祉施策に「応益負担」を二度と導入しないことを確約する。

　　今後、介護保険との統合を行なわない

・障害者自立支援法廃止の確約

　　改めて障害者自立支援法の廃止を公式文書にて確約し、時期を明記すること

②障がい者の権利保障に関する基本理念の確認

　障がい者福祉施策を利用することは憲法、障害者基本法、障害者権利条約の精神等に基づく基本的人権の行使であることを確認する。断じて障がい者個人の自己責任に帰してはならないことを確認する。

２　「利用者負担」

　今後、当事者の声を十分に反映させ、あるべき利用者負担を議論すべきですが、応益負担の重大な権利侵害状況に鑑み、早急にこれを廃止し、少なくとも以下のような原則無償化への制度的転換を、平成２２年４月までに実施すべきです。

	　　　　　　　　　緊急に解決するべき具体的制度的転換　

　法２９条３項を削除し、平成２２年４月から実施するべき負担の原則無償化に向けた暫定的措置の法的根拠化を通常国会にて成立させる。


・利用者負担における理念の確認

障がい者福祉施策の権利行使は本来対価を伴うべきでなく無償であるべき理念を確認する。

・新しい制度における利用者負担の枠組みの確認

　低所得者の無償化、支援費及び現行の軽減措置レベル以下の負担とする、家族の収入を所得から除外、経費控除のあり方、就労支援の無償、児童の無償、介護保険優先原則（障害者自立支援法第７条）の廃止、実費負担の見直しほか

３　「自立支援法のもたらした諸問題」

・日払い、「障がい」の範囲、障害程度区分、支給量決定プロセス、権利条約批准、国内法整備と財政水準の確保ほか

４　「新法策定プロセスへの参加保障」

原告団弁護団の法案策定過程への参画

例：障がい者制度改革推進委員会「障がい者総合福祉法専門部会」への参加保障　
以上
長妻大臣登壇の歴史的な集会となった　
10・30全国大フォーラム　10000人が参加
10月30日（金）、青空の広がる絶好の集会日和の下、東京・日比谷公園で12時から始まった「さよなら！障害者自立支援法　つくろう！わたしたちの新法を！10.30全国大フォーラム」に、大阪全体からも600名近くの障害者関係者が、朝から新幹線に乗り込み参加しました。全体では10000人の参加となりました。

大阪の原告・補佐人として、栂さん・Hさん・松田さん・金澤さん・ひだかさん・ひだか母・大江さん・大江母・岡島さん・岡島母が参加し、オープニングから舞台に登壇しました。全国から原告70名中、25名が参加。弁護団とともに全員が紹介され、壇上から手を振り、大きな拍手で迎えられました。

集会アピールが披露される中、来賓として長妻厚生労働大臣、山井政務官が登場。会場から大きな拍手を受けました。長妻大臣が、「私どもといたしましては、この応益負担という、非常にみなさまに重い負担と苦しみと尊厳を傷つけるこの障害者自立支援法を廃止をするということを決断をしているところでございます。・・これから４年間の政権１期の中で、この応益負担から応能負担に変える新しい制度を創設をしていく。ただしその際には、本当にみなさま方のご意見をできる限り拝聴して、みんなで一緒によりよい制度をつくっていきたい。・・ぜひみなさま方、そしてみなさまのご家族、そして地域のみなさま、専門家の方々だけではなくて、広く利用される方々の声も、われわれ謙虚に耳を傾けて、新しい制度をつくっていきたいというふうに考えております。」とあいさつ。ここまできた苦労が甦って感極まったのか山井政務官は壇上で号泣していました。反貧困ネットワークの湯浅誠事務局長が連帯あいさつ。原告からは東京の家平悟さんが代表してあいさつしました。

政党シンポジウムでは、自公の議員は「さよなら！障害者自立支援法」というタイトルでは参加できないと不参加でしたが、民主党・石毛えい子議員、社民党・阿部知子議員、日本共産党・高橋千鶴子議員がシンポジストとして発言。また、3時からは、国会議事堂方面と、東京駅方面の2隊に分かれてデモ行進がスタート。原告・弁護団・めざす会は、国会方面の先陣でｼｭﾌﾟﾚﾋｺｰﾙをあげながら歩きました。衆議院、参議院議員の議員会館前では、それぞれ民主党、社民党、日本共産党が出迎えてくれ、代表者がアピールを手渡しました。

参加した原告の皆さんからは、「壇上から会場全体を見ることができた。沢山の人だった(Hさん)」「デモの途中で(警官に)のぼりを降ろせと言われ、持って歩くのが大変だったが楽しかった(大江さん)」(東京では、議事堂附近は、ｼｭﾌﾟﾚﾋｺｰﾙや幟・旗など禁止される区間があります。)「参加できてよかった。今後のことを仲間も職員も一緒に考えていきたい(岡島さん)」「大勢の参加がありよかった。大臣の発言など政権が代わってよかった。これから中身をどう作っていくかが課題(金澤さん)」「高槻に前泊し、朝4時起きで京都から新幹線で行った。大臣が来たのは初めてということで、参加してよかった(松田さん)」「東京のバリアフリー化は、大阪より遅れている。永田町駅に何故エレベーターがないのか。早速、苦情の連絡を入れた(笑)(栂さん)」と集会の感想が後日、語られました。
11月10日　大阪原告会議開催
11月10日に開催された大阪の原告会議では、10.30全国大ﾌｫｰﾗﾑ参加の感想を交流したあと、「訴訟協議プロジェクトチーム」が始動したこと、12月の予算作成が次の山場となるため、厚労省の予算要求を財務省に認めさせるためにも、運動の盛り上がりが必要なことなどが辻川・青木弁護士より報告されました。11.29近畿ブロック集会の打合せのあと、次回12月8日の会議で、原告団結成にむけ代表などを決めていくことが栂さんより提案されました。
近畿ブロック集会350名で大きく成功!!
11月29日(日)、大阪府福祉人権推進センター(ﾋｭｰﾏｲﾝﾄﾞ)にて、「とどけ原告の声!なくせ『障害者自立支援法』～障害者自立支援法訴訟の勝利をめざす近畿ブロック集会」が開催され、近畿各地から原告・弁護団・支援者ら350名が参加しました。
集会前の塚本さんによるミニコンサートでは、最後の曲、「春夏秋冬」で手拍子が起こり、集会にむけ会場が一気に盛り上がりました。
集会の1部最初に、竹下全国弁護団長が「この活動を支えているのは皆さんの熱気。でも熱気は冷めやすい。冷めないように、皆さん闘いを勝ち取るまで頑張っていきましょう。また、全体で盛り上がっている時は１人１人の思いが見えなくなるもの。今こそ１人１人の思いを大切にしていこう。」と熱いメッセージを伝えました。
続いて辻川弁護士が「原告70名14地裁にまで広がった訴訟ですが、政権が民主党に交代。これは、皆さんが声を上げ、世の中に『自民党は弱者に冷たい』ということを知らしめた成果です。そして、長妻厚労大臣が自立支援法廃止を明言。訴訟の判決が出ていないのに厚労大臣がこのような発言をするのは前代未聞。全国的に訴訟を起こしていなかったらこのようなことは無かったはず。これも皆さんの成果です。政府との協議が始まり、判決では獲得できない内容も獲得できる可能性があるので、裁判と並行して頑張っていきましょう。」と、訴訟に至るまでと現在の状況を報告しました。
集会2部では、近畿各地域のめざす会の紹介とパフォーマンスが繰り広げられました。まず、京都は原告９名を代表して、井上吉郎さんが「みんな年齢や障害の程度や訴訟への思いさえもバラバラ。だけど、自立支援法、利用者負担がおかしいという思いは同じです。」と発言。弁護士５名が「崖の上のポニョ」の替え歌で「♪バイバイバイ支援法、応益負担は違憲だよ♪」と歌いました。

奈良は、この日のために結成された「劇団スタート」による寸劇。ｹｱﾎｰﾑで美味しくカニ鍋を囲んでいると、「応益負担鬼」がやって来て「甘ったれるな、給料もらっているだろ。カニ鍋食えるなら金払え。」と脅してきます。そこに、間一髪で奈良の大仏がやって来て「この訴状が目に入らぬか」と引導を。お面を脱ぐと、それは原告の小山富士夫さんという劇でした。
和歌山は、原告の大谷真之さんが「普通の生活がしたいだけなのに何で苦しめられなければならないのかと思い提訴した」と語り、ヘルパー利用時間の見直しを求める訴訟の原告の石田雅俊さんが，時間数を減らされてどれだけ苦しいか，１人暮らしができないと切々と訴え。めざす会のみんなで楽器を手に，「ねがい～勝利をめざす和歌山の会ｽﾍﾟｼｬﾙﾊﾞｰｼﾞｮﾝ」歌いました。

滋賀は、自立支援法の問題点の説明や、森平和也さんとあゆみ作業所を取材し、自立支援法の問題点や森平さんのお父さんが「この法律がある限り、死んでも死にきれない。」と訴えたABCテレビの特集番組を上映。めざす会の代表の高谷清さん、原告の宮本晃嗣参のお母さん、原告の牧村徹さんのお母さん、仏教大学の社会福祉学部の学生ボランティアの方々が訴訟にかける思いを語りました。
大阪は、めざす会の世話人・楠俊雄さんが「たくさんの問題をはらんでいる自立支援法はいち早く廃止すべき。政治家にまかせていたらいい制度ができない。」と発言。原告の栂さんが制作した顔写真入りの映像に沿って、原告が一人ずつ、「勝つ、勝つ、勝つ!(堀口さん)」「新法の実現だ!(Hさん)」「人権を！笑顔を！(栂さん)」「団結！団結！団結！(岡島さん)」「私達は当事者だ(松田さん)」「裁判がんばるぞ(大江さん)」「自立支援法を廃止！介護保険への移行廃止！(金澤さん)」「家族のねがい！みんなのねがい！(ひだか母)」「新しい制度を！正しい制度を！(井本さん)」「みんなの力が大きな力に！(土屋さん)」と一言メッセージ。途中、岡島さんと大江さんが訴訟にかける思いを語りました。最後に大江さんのかけ声で、「大阪の原告１１名、裁判ガンバロー」と叫びました。
兵庫は、原告団長の吉田淳治さん、原告の吉本春菜さんのお母さん、弁護団の今西弁護士のメッセージリレー。全員で集会にむけて作った「♪それをめざして、がんばろう」を歌いました。
各地域、工夫を凝らした、素晴らしいアピールが続き、会場は笑い声に包まれ、大いに盛り上がりました。
集会アピール案が、大きな拍手をもって承認され、雨田事務局長が閉会の挨拶。全員で「勝利をめざしてガンバロー、ガンバロー、ガンバロー」と大きな声を上げて、締めくくりました。
障害者自立支援法訴訟を進め、支えてきた近畿ブロックの方々が一堂に会し、これまでの労をお互いねぎらい、成果を称え合い、新しい制度に向かって頑張ろうと確認し合う、感動一杯の、とても素晴らしい会でした。　　　　　　　　　　　(弁護士・弘川欣絵）
障害者自立支援法訴訟の勝利を


めざす大阪の会ニュース　No.10





発行：障害者自立支援法訴訟の


勝利をめざす大阪の会


責任：勝利をめざす会事務局


　　　　〒558-0011大阪市住吉区苅田5-1-22


　　　　きょうされん大阪支部内(06-6697-9144)


発行日：２００９年１２月４日




















